
事業継続計画(BCP)文書構成モデル（例）
この文書構成モデルは、「ＬＰガスBCPガイドライン」の理解を助ける補助資料として提示する。なお、本例はＬＰガス卸売事業者の平均的企業として以下のプロフィールをもとに作成しているが、ＬＰガス卸売事業者の特性、すなわち自立分散的事業所立地を踏まえ、併せて大手企業においても最前線となるそれぞれの充てん所の取組みがあって、はじめて全社的な事業継続が可能となるといった考え方から描いた。
<地域型モデル企業プロフィール>
	業種分類
	ＬＰガス卸売・小売、ＬＰガススタンド、燃焼機器販売、
設備工事

	ＬＰガス販売事業におけるＬＰガス卸売の占める割合
	直売50％、卸50％

	従業員
	28人

	
	ＬＰガス部門従業員数24人
（保安・工事3人、配送業務9人、直売営業社員8人、卸営業社員2人、オートガス2人）

	売上高
	約10億円（968,000千円）

	
	· ＬＰガス直売数量2400トン×200円／㎏＝480,000千円
· ＬＰガス卸売数量2400トン×120円／㎏＝288,000千円
· オート数量600トン×180円／㎏＝108,000千円
· 機器販売60,000千円
· 設備工事24,000千円
· 灯油8,000千円

	資本金 
	5000万円

	販売品目 
	ＬＰガス、石油、各種燃焼機器

	拠　点
	本社兼倉庫

	充てん所
	１ヶ所（20トン×１基、15トン×１基、シリンダー充てん、バルクローリー充てん）

	消費者件数
	２万件（直売数１万件＋卸消費者１万件）

	バルクシステムのよる消費者件数
	200件

	情報システム
	小型汎用コンピュータ使用(顧客管理、経理、銀行とファーム・バンキング契約あり)

	その他
	ＬＰガス、石油は商社経由で仕入れ、器具は各メーカーより

	販売先
	県内企業、個人

	保有車両
	１０台（５台（バルクローリー車１台を含む）、営業車５台）

	
	１台当たり60トン配送×3台（バルク１台、配送車２台）＋
（販売店卸１台当たり100トン×２台）


地域型モデル企業新型インフルエンザ災害対応計画
１．基本方針
新型インフルエンザの流行により当社が重大な被害を受け通常業務の遂行に支障が発生した場合は、まず充てん所、ＬＰガススタンドなどの要員に感染防止を最優先するとともに、ライフライン供給業者の使命として、公的部門の拠点施設へのエネルギー供給に努め、自社消費者に限らず可能な限りエネルギー応急供給に努力する。
同時に、大口ユーザーをはじめ消費先の安全確認、発生時はその二次感染の防止に努める。しかる後、新型インフルエンザ発生時には、最低１０日間の自宅待機が求められていることから、ライフライン確保の観点から一般家庭の生活用ＬＰガスについても供給途絶が発生しないよう努める。なお、いかなる局面においても「人命」を第一義として行動する。
２．ＢＣＰ発動の基準 

1 国が第二段階の(国内発生早期)を宣言した時に発動する。

2 海外に事業所がある場合は、国が第一段階(海外発生期)を宣言した時に発動する。

３．ＢＣＰ発動の体制の構築

経営トップが感染した場合以下の順位表を作成しておく。(別表１)
４．影響度の評価
1 ライフライン供給業者の使命として、行政の新型インフルエンザ対策本部、病院等の公共施設など、公的部門へのエネルギー供給は可能な限り供給途絶が起こらない対応策を構築する。

2 １０日間の自宅待機（外出禁止）を求められることとなり、生活に不可欠なＬＰガス、石油供給の供給途絶が発生しない対策を構築する。ただし、社員の感染状況や地域の感染状況、取引先の業務稼動状況によって困難な場合も想定しておく。
５．被害想定
1 感染エリアが拡大し外出禁止や公共交通機関の運行停止などが想定され、ＬＰガスの仕入れがストップする可能性がある。

2 ほとんどの社員の家族は、感染していないが、一部社員の家族に感染者が発生した場合は、その社員は自宅待機(１０日間程度)とする。

3 当社ＬＰガスの供給先。
供給センター・・・・新型インフルエンザに対応する医療機関（発熱診療機関、感染症指定診療機関、等）は、防災拠点病院と異なる可能性があり、病院等防災拠点施設は個別に即刻対応とする。

ＬＰガススタンド・・タクシー、公用車（ごみ収集車等）に対しては即刻対応
④その他ライフラインの状況は、下記の通りとして見込む。
連絡先一覧表(別表２-１)
・電気・・・通常
・通信・・・通常
・水道・・・通常
・都市ガス・通常
・幹線道・・発生当初は緊急車両優先規制の可能性は低い。
※但し上記インフラも新型インフルエンザの感染拡大により現場要員の確保が困難となり、ライフラインが停止する可能性が考えられる。

６．重要な要素
1 新型インフルエンザ感染エリアが拡大し、タンクローリー配送要員不足のため、陸送のＬＰガス、石油の仕入れが休止する(保有在庫はＬＰガス２日分)。ただし、消費先の中には、感染地域となっているため通常の出荷量は不要となる場合もあり出荷量は減少する。
2 従業員の出勤率は、感染拡大により出勤率が徐々に低下することが想定される。(４０％の欠勤を想定した体制を構築する。)

3 当社の顧客は２万軒（卸を含む）であり、供給エリアの大部分が感染地域となった場合、供給が不可能である。また従業員自宅待機・外出禁止措置等により配送が円滑にできない事を考慮し、各家庭での１０日間の供給確保をはかる。

4 感染エリアに存在する事業者の消費者に対しては、県エルピーガス協会を中心にして同業者間で配送要員のやりくりを行う対策を準備して供給途絶をカバーする。
７．組織体制と指揮命令系統
1 国内で新型インフルエンザが発生した場合(国内発生早期)には、別途定める「新型インフルエンザ対策本部」を設置する。(別表３)　
2 本部長(社長)または部門長(部長、課長)がその任にあたれない時には、参集した職位上席者から代行し、全ての権限を一時引き継ぐ。(別表１)
８．対策本部の設置
1 外出禁止措置等により本社に出勤できない可能性を考慮し、対策本部を営業所または充てん所に設置するなど本社業務を対策本部と並行して行う。事務職員の在宅勤務等の体制も考慮し、また社内緊急連絡網を整備しておく。(別表５)
2 代替施設には当面の業務に必要な帳票、パソコン等の備品を備え置く。

９．対外的な情報発信および情報共有
1 新型インフルエンザ対策本部・総務班は、新型インフルエンザが発生した場合、社員の安否確認、情報収集・伝達、広報体制の確立に努める。(別表４)
2 対外連絡の対象先は、警察・消防署等関係当局(各所定の防災担当者または緊急時担当者へ)、全国および県エルピーガス協会、各市役所、充てん所の地元自治会・町内会長とする。(別表２―２)
１０．新型インフルエンザ発生時、災害対策本部・業務班は、主たる仕入先、大口ユーザーとの相互連絡体制の確立を急ぎ、状況把握、感染拡大防止対策の構築に努める。
１１．バックアップ
1 コンピュータシステム・データのバックアップは、現行通りベンダーに保管を依頼し、システム変更時には同時に更改する。
2 日々の顧客データ・財務データは、毎日業務終了後バックアップをとり、本社金庫へ格納するとともに充てん所金庫にもコピーを保管し、対策本部兼仮本社にてパソコンと手作業で業務が再開できる状態を維持する。

１２．ＬＰガス・サービス供給
1 配送センターは、社員が自宅待機・外出禁止措置により通常勤務が出来ない事を想定して、配送センターの機能を維持するための代替え要員を確保し、消費者の最低１０日間以上の供給確保するする体制を構築する。

2 1次基地・２次基地からの仕入ルートに加え、代替ルートでの仕入を確保する。このため、元売企業（配送企業）への当社充てん所へのルートにおける緊急通行車両規制、通行不能道路等の情報を連絡する。

3 県内業界団体内での緊急時連携強化。特に県下最大のＬＰガス貯蔵庫・充てん所を持つ他社との緊急時提携を推進する。

4 危険物管理面より、供給の継続を目的としたＬＰガス、ガソリン・石油等軒先在庫の積み増しは行わない。

※自社配送の事業者は、内部で感染者が発生しても供給途絶の事態が発生しないよう代替え要員を確保するなどの対策をしておく。

１３．生命の安全確保
1 営業職員は、感染拡大防止の研修を必ず受講しておく。
2 新型インフルエンザ発生時には、本社来客、ＬＰガススタンド来店客に感染の拡大防止を最優先する。
3 社員の居住地区が新型インフルエンザの感染地区に指定されて場合は、(1)携帯電話(回線混雑時はメール)で会社への自分自身の状況報告と(2)家族、親族等の安否の報告を行い、新型インフルエンザ対策本部の指示に従うことを原則とする。

１４．安否確認
1 社員および家族の安否確認は、個人情報の第三者提供に同意する人は家族を含め携帯電話のメールアドレスを登録し、新型インフルエンザ発生時の安否確認メールに返信することにより、全員の安否確認を行う。
2 電話回線が使用できる場合は、携帯電話メールと並行し、固定電話・携帯電話による緊急連絡網により安否確認を行う。
3 自治体が発表する感染情報マップ・情報を参考に、当社営業範囲内自治体の動向を把握し業務に活用する。
１５．感染拡大の防止
1 新型インフルエンザ発症時においては、充てん所・ＬＰガススタンドの事務所及び不特定多数の人が集まる場所の消毒を毎日行う。

2 ＬＰガス充てん所・貯蔵庫の周辺には、消防法の定めの通り危険物を置かない。
3 感染のおそれがある来客を断る等の対策をとる。
4 状況によっては、営業停止等の対応も検討する必要が生じると想定される。
１６．地域との協調・地域貢献
1 新型インフルエンザ発生したエリアを誤って通過した場合は、まず自身の安全を図り、それ以降は対策本部の指示に従うことを原則とする。

2 自社充てん所の存在する地域周辺の消毒作業等の協力を求められた場合その対応を最優先する。

3 新型インフルエンザ発生後は、緊急車両への給油および公共施設等へのＬＰ ガス供給のための要員を確保する。

4 新型インフルエンザ対策本部は、自治体から応援の要請があった場合、その内容を最寄りの社員に連絡し、最優先で活動に当たらせる。
１７．共助、相互扶助
1 充てん所等は地元自治会の防災訓練等に参加し、新型インフルエンザ発生時の対応についても役割分担など共通認識を深める。

2 当社に起因する感染拡大のリスク防止策について、地元自治会に説明する。

3 仕入先各社を交えた対策会議を開催し、新型インフルエンザ発生後の相互協力体制を構築する。

4 県エルピーガス協会等において、新型インフルエンザ発生時の事業者間の協力体制の整備を図るよう働きかける。
１８．備蓄、救命機材、家庭における対策
1 １０日分の水と食料を本社、営業所、充てん所、ＬＰガススタンドに分散して備蓄し、全従業員には自宅に水・食料の備蓄を指示する。
また、マスク・消毒薬等の防護対策備品を備蓄しておく。

2 緊急防災用具・防塵マスク等は常時保安パトロールカーにも積載しておく。
3 従業員に防災ハンドブック(自治体が作成したハンドブックに、緊急連絡先、当社の緊急連絡網、新型インフルエンザ対策本部組織図、新型インフルエンザ発生時の行動基準を配布する。

4 本社の会議室は、新型インフルエンザ当該地区に蔓延した場合に帰宅困難者用（社員）宿舎または新型インフルエンザ対策本部として利用するために寝具と非常食等防災備蓄品を常備する。(１０日分の水と食料)
１９．財務手当て
1 利益保険・費用保険等の保険を火災保険会社等と折衝しておき、新型インフルエンザ発生による売り上げ減少等の対策をとる

2 銀行と非常時用のコミットメント契約を締結する。

3 長期的な運転資金の把握をしておく。(二ヶ月以上)(別表６)
２０．教育・訓練
1 全従業員を対象に所要の新型インフルエンザ対策訓練を行い、安否確認、各役割分担業務の予行演習を行う。

2 毎年1回は、新型インフルエンザ発生時対策の図上訓練を行う。

3 全職員を対象にＢＣＰ、防災、新型インフルエンザに関する知識の提供を行うとともに、ＢＣＰ発動時における各マニュアル類の関係、会社の体制、個人の行動基準を習熟する教育を定期的に実施する。
２１．点検および是正措置
1 事業継続計画で定めた事項について、危害予防規定・震災時初動マニュアルと新型インフルエンザ行動計画等において整合を図る。また、必要に応じ復旧マニュアルの整備を行う。

2 年２回、定めた「防災チェックリスト」に従い、各課単位で自己点検を行う。

3 教育・訓練、職場点検の結果と改善必要事項を社長に報告する。

4 社長は至急に改善が必要な項目については、直ちに対応を指示する。
２２．経営層による見直し
課長以上による「事業継続会議」を開催し、事業継続計画全体の見直しを実施する。
以　上




















































